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はじめに

公共事業労務費調査（以下，「労務費調査」と

いう）は，公共工事の工事費の積算に使用してい

る公共工事設計労務単価（以下，「労務単価」と

いう）の設定の基礎となる調査であり，昭和４５年

より毎年，農林水産省および国土交通省（旧運輸

省および建設省。以下，「二省」という）により

共同で実施しているものです。

本稿は，「公共事業労務費調査実施方法の改善

に関する研究会」にて本年４月にとりまとめられ

た調査実施方法の改善提言を踏まえた，平成１３年

１０月調査における改善事項の概要を紹介します。

労務費調査と労務単価の概要

� 労務費調査の概要

労務費調査は，年度当初より適用する労務単価

を決定するために，原則として前年１０月に実施さ

れる調査です。

労務費調査の流れ（図―１参照）は，まず二省

の直轄事業，都道府県，指定都市および二省所管

の公団等が実施する事業から調査対象工事を選定

します。

調査対象工事の選定後，調査月（１０月）に当該

工事に従事した調査対象職種（５０職種）の建設労

働者の賃金を，労働基準法により使用者に調製・

保存が義務付けられている賃金台帳等から調査票

様式へ転記していただき，これらを調査会場にお

いて照合・確認することにより調査しています。

� 労務単価の概要

一般に労務関係費とされている費用には，賃金

のほかに，賃金ではない経費も含まれています。

また，賃金の中にも，時間外，休日および深夜の

割増賃金や，特殊な作業条件・内容の労働に対す

る手当等の部分があります。これらのうち，労務
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図―２　公共工事の積算における労務関係費�

図―３　労務単価の構成�
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単価に含めるのは図―２の二重線の部分のみであ

り，ほかは必要に応じ積算時に別途計上（共通仮

設費，現場管理費，割増賃金等）しています。

なお，労務単価は公共工事の工事費の積算に用

いるためのものであり，以下の点について十分留

意してください。

・下請契約における労務単価や雇用契約における

労働者への支払賃金を拘束するものではないこ

と

・労務単価に含まれる賃金の範囲は図―３のとお

りであること

公共事業労務費調査実施方法の
改善に関する研究会提言

建設業における多様な賃金支払形態を踏まえつ

つ，実態をより的確に反映した調査結果を得るた

めの方策を検討することを目的として設置した

「公共事業労務費調査実施方法の改善に関する研

究会」（座長：筆宝康之立正大学経済学部教授）

において，本年４月に改善に向けた提言をとりま

とめました（本誌２００１年６月号参照）。

平成１３年１０月調査における
改善事項

前述３．の研究会における提言等を踏まえ，今年

度は以下の事項の改善を実施します。

� 職種名称および定義・作業内容の見直し

各職種の作業内容の実態等を踏まえ，以下の職

種の名称および定義・作業内容を見直します。

� 職種名称および定義・作業内容の改正職種

交通誘導員（旧交通整理員）

� 定義・作業内容の改正職種

鉄骨工，タイル工，内装工，建具工，保温工

� 職種分類および手当の基準内・外区分の明

確化

調査票記入者が判断することになる職種の分類

および手当の基準内・外の区分について，その判

断の目安として「職種分類の考え方」（表―１参

照）および「手当の基準内・外区分の考え方」

（表―２参照）を，調査対象者へ配布する公共事

業労務費調査の手引き（以下，「調査の手引き」

という）へ掲載します。

� 調査票様式―１記入項目の見直し

� 調査票の記入項目について，以下の項目を削

除します。

・休日労働日数

表―１ 「職種分類の考え方」掲載例

� 造園関係職種

０４造園工 造園関係作業に従事し，下記の石工，ブ
ロック工，建築ブロック工に該当しない
方は，造園工に分類してください

０７石工 造園関係作業に従事した場合でも，主と
して自然石の加工，積み，張り等の作業
に従事した方は，石工に分類してくださ
い

０８ブロック
工

造園関係作業に従事した場合でも，主と
して２次製品ブロックの積上げ，布設等
の作業に従事した方は，ブロック工に分
類してください

４９建築ブロ
ック工

造園関係作業に従事した場合でも，主と
して空洞コンクリートブロック等の積上
げ等の作業に従事した方は，建築ブロッ
ク工に分類してください
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・休日労働時間数

・割増賃金（時間外，休日，深夜計）

� 賃金支払事業主の建設業許可番号記入欄を新

設します。

� 調査の手引き，調査票様式の配布方法の改

善

調査対象業者は，従来の方法に加えインターネ

ットにより，調査の手引きおよび調査票様式を入

手できることとします。

� 調査会場への持参資料の簡素化

調査対象業者の調査会場への持参資料を以下の

とおり簡素化します。

� 賃金台帳，賃金日計表

従来は調査月を含む過去６カ月分としていたも

のを，３保険（雇用・健康・厚生年金保険）とも

会社で加入している場合については，調査月分の

みでも可とする（ただし，過去１年間に臨時の給

与を支給していた場合は，その支給月分について

も持参すること）。

� 作業日報，出勤簿等

従来は調査月を含む過去６カ月分としていたも

のを，調査月分のみとする（ただし，出勤簿等に

ついては，過去１年間に臨時の給与を支給してい

た場合，過去１年分を持参すること）。

� 施工体系図

従来は施工体制台帳および施工体系図としてい

たものを，施工体系図のみとします。

	 説明会および会場調査の運営方法改善

説明会および会場調査の運営に当たっては，開

催回数，場所等について，調査対象者が出席しや

すい環境に配慮します。


 補足調査

今後の調査実施方法の改善等に向けた基礎資料

を収集するため，以下の補足調査を実施します。

� 次に示す職種については，作業内容等をさら

に区分して調査を実施します。

高級船員，潜水士，交通誘導員

� 経験年数，資格取得状況，複数職種兼務状況

� 退職金制度への加入状況

� モニター方式試行に向けた取り組み

次に示す職種を雇用する調査対象業者について

は，次年度以降についてもモニターとして調査協

力を依頼する場合があります。

・試行対象職種

潜かん工，潜かん世話役，潜水士，潜水連絡

員，潜水送気員，タイル工，内装工，ガラス工，

ダクト工，保温工，設備機械工

おわりに

今般，前述４．のとおり平成１３年１０月調査におけ

る改善事項をとりまとめたところですが，これと

並行して同一単価設定範囲のあり方について検討

を進めるなど，引き続き調査の精度，透明性をさ

らに高めるよう所要の改善を実施していくことと

しています。

本調査は，従来より関係各位の多大なるご協力

により実施されており，この場を借りて厚く御礼

を申し上げるとともに，今後とも本調査に対する

ご理解とご協力をお願いする次第です。

表―２ 「手当の基準内・外区分の考え方」掲載例

主な手当名称 手当の内容 基準内手当 基準外手当

通勤手当 労働者の住居から，会社（事務所）または現場までの交通機関等の実際費用に応
じて支給される手当

○

会社（事務所）から現場，あるいは現場から現場までの交通機関等の実際費用に
応じて支給される手当

○

住宅手当 労働者が居住している住居の種類（借家，持ち家の別）や実際費用等に応じて支
給される手当

○
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